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戦後日本における農業財政の展開

はじめに

　近年、日本においても食料安全保障に注目が集まっている。すべての国民が将

来にわたって良質な食料を合理的な価格で入手できるようにすることは、最近の

世界情勢からみるに喫緊の課題といってよい。これを日本が達成するためには、

国内の農業生産の増強を図らなくてはならないだろう。そのときに、農村の再生

は必要不可欠であると考えられ、有効な対策を講じなければならない。しかしそ

のためには、農業政策の史的展開はもちろんのこと、日本の農業における財政的

側面を理解することも必要となってくる。そこで今回は、農業政策に関連する財

政構造の変化に関する分析を主眼に置き、農村再生について研究するための予備

的考察を行いたいと考える。

　本論文では、まず日本における農業の現状について食料自給率と経済面からみ

ていく。次に、各種統計データを用いて、農業政策を財政面から分析していく。

そして、日本の農業財政の今後を少しく考察するものである。

1　日本経済と農業

　まず、食料自給率をみていくこととする。図1をみると、日本の食料自給率は、

供給熱量ベースと生産額ベースともに低下する傾向にあることがわかる。供給熱

量ベースでは、1960（昭和35）年度は79％であった。しかし、そこから徐々に低

下していき、1989（平成元）年度からは50％を割り込み、2010（平成22）年度から

は40％未満の数値が続いている。2020（令和2）年度は37％であるが、営農者の
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高齢化や後継者不足等が問題となっている中で、それの解決なしに数値が上昇す

ることは難しいだろう。それに加えて、日本が食料の輸入大国であることが理由

のひとつとして挙げられる 1。日本の農産物の純輸入額は中国に続く世界第2位と

なっており、日本の豊かな食生活には貿易は欠かせないのである 2。もし自然災害

や世界情勢の不安定化によって食料品の輸入が困難になった場合、商品の価格が

上昇したり不足したりすることも想定される。

　次に、日本経済における農林水産業の規模をみていく。表1は、国内総生産

のうち農林水産業（農業・林業・水産業）に注目しているものである。農林水産

業の国内総生産における金額は、1994（平成6）年には7兆6358億円であったが、

2021（令和3）年には4兆7927億円に縮小している。その傾向は、農業のみに注目

しても同様にみられる。1994（平成6）年は6兆2563億円であるが、2021（令和3）

年は4兆7927億円である。また図2は、農林水産業が国内総生産全体に占める割

合を示している。1994（平成6）年の1.71％が最高値となっている。それ以降、そ

1     作山巧「第7章 食料貿易と持続可能性：フェアな貿易とは何か」、廣政幸生編『持続可能性と環境・食・
農』日本経済評論社、2022（令和4）年、136頁。

2     同上。

注1：  供給熱量ベースの総合食料自給率の畜産物については、1965（昭和40）年度から飼料自給率を考
慮して算出している。

注2：1993（平成5）年度は、未曾有の冷害による異常年である。

図１　日本における食料自給率の推移

出所：農林水産省「令和2年度食料需給表」を基に筆者作成。
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の割合は低下傾向にあり、2016（平成28）年から2021（令和3）年まで1％未満が

続いている。このように、日本の農林水産業が置かれている現状は厳しいといわ

ざるを得ない。

表１　経済活動別国内総生産（実質：連鎖方式）

注：2015暦年連鎖価格。

出所：内閣府ウェブサイト「2021年度国民経済計算（2015年基準・2008SNA）」を基に筆者作成。

図２　国内総生産で農林水産業（農業・林業・水産業）が占める割合

出所：内閣府ウェブサイト「2021年度国民経済計算（2015年基準・2008SNA）」を基に筆者作成。
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 2　農業財政に関する先行研究

　ここでは、農村財政についての先行研究をみていく。これまで農業財政は多く

の研究者によって研究されてきており、また多角的に検討されてきている。

　大内力は、農業に対する追加資本の供給として、農業金融よりも財政投資が必

要である旨を述べている 3。なぜならば、商品経済に農業が入り込むことで、農業

生産力を高めるために新たな投資が必要となるが「農民自身の自発的な資本蓄積

や通常の金融 4」では十分ではない。また、農業が商品経済に対応するのは、日本

の政策の目標でもあることから、農業に対する財政投資の必要性が発生するとし

ている 5。

　保母武彦は、農山村地域の財政を「農業補助金を中心とする集権的財政構造の

もとで慢性的危機の状態 6」であるとし、さらに国の行政改革や農業補助金削減、

公共事業費抑制等の影響をうけて、その危機を深めることになったとしている。

そして、農山村経済の再建策の確立、および財政改革の必要性を述べている。

　亀谷昰は、農業整備基盤事業を農業公共投資の典型例として挙げ、その財政的
性格と経済的性格について考察している 7。前者については「農業資源分配的・外

部経済対応的性格 8」とし、後者を「公共財的・外部経済的・社会資本的性格 9」とし

た。そして、農業基盤整備の役割として、「費用節約・公益的機能発揮説」が基本

的に主張されるとしている 10。

　東廉は、農村の公共施設整備が市町村財政に占める位置と、それを実施するこ

とによる影響を明らかにしている 11。中嶋亮は、これまでの研究が農業財政支出を

構成内容の点から検討を行っていることを指摘し、「国家財政支出全体に関わるマ

3     大内力『農業問題』岩波書店、1951（昭和26）年、256～257頁。
4     同書、257頁
5     同上。
6     保母武彦「農山村経済と財政（I）」『経済科学論集』第8号、1982（昭和57）年、56頁。
7     亀谷昰『農業における投資・財政・金融の基本問題：理論と検証』養賢堂、2002（平成14）年。
8     同書、224頁。
9     同上。
10    同書、247頁。
11    東廉「農村公共施設整備と地方財政」『農業綜合研究』第36号第4号、1982（昭和57）年、1～42頁。
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クロ的な視点から、農業財政支出に関わる政府の意志決定を明示的にモデル化 12」

し、日本の農業財政支出の量的な変化の分析を試みている。堀部篤は、広域合併

市町村における農政の執行体制の構築を課題とし、財政の側面から一関市におけ

る過疎債を利用した非正規職員の活用を明らかにしている 13。

　また、平成時代を通じて行われた地方分権改革により、農村財政と地方財政調

整の関係性に変化がみられるようになった。そのようなことから、地方財政調整

制度に着目した研究が近年では多くある。関野満夫は、地方交付税が農村部や地

方公共団体に与えた影響を、都市部と比較しつつ検討している 14。そして、租税負

担と財政支出という面からみた場合、農村部は地方交付税で利益を受けていたと

しつつも、それは二つの意味で限定的であるとしている。それは第一に、地域経

済を財政に依存させてしまっているという点である。農村における公共事業は地

域経済の活性化に効果をあげていないために、地方交付税に頼ることとなる 15。そ

のため、その地域の内発的発展や持続的な発展に向かっていないと指摘している。

第二に、「都市と農村の共生ないし利害の共同性という観点 16」である。

　小嶋大造は、経費膨張化を財源保障した地方財政調整の具体的な運用メカニズ

ムを明らかにするとともに、地方農業財政の経費構造や生産者の費用負担に与え

たインパクトについて検討している 17。そして、農業財政の性格に関して、以下の

指摘をしている 18。第一に、農業財政の機能の変質を挙げており、1990年代の価格

政策の後退や補助率恒久化が影響していると述べている。第二に、2000年代での

地方財政調整の機能の低下であり、これは地方農業財政の財源枯渇に直結すると

している。

　内山昭は、都市と農村の関係を外部経済の理論を基にして説明している 19。資本

12    中嶋亮「農業財政支出の時系列分析」『農業経済研究』第69巻第3号、1997（平成9）年、143頁。
13    堀部篤「広域合併市町村における農政執行体制の構築手法：過疎債による非正規職員の活用に着目し
て」『農業経済研究』第88巻第4号、2017（平成29）年、382～387頁。

14    関野満夫「第二章 都市・農村と地方交付税」、重森曉・関野満夫・川瀬憲子『地方交付税の課題』自治体
研究社、2002（平成14）年、63～99頁。

15    同論文、96頁。
16    同論文、97頁。
17    小嶋大造「1990年代農業財政と地方財政調整」『農業経済研究報告』第39号、2008（平成20）年、1～16頁。
18    同論文、14頁。
19    内山昭「外部経済の理論と農村財政の課題：都道府県レベルを中心に」『地域経済学研究』第20号、

2010（平成22）年16～33頁。
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や都市は無償もしくはきわめて不十分な対価で、農業・農村の多面的機能がもた

らす便益を享受している。そのため、農村財政が地方財政調整（地方交付税、国

庫補助金）を支柱とすることは正当化されると述べている。また、「農村財政の安

定的枠組みや農村自治体の創造的政策は農業・農村の維持・再生にとって不可欠

の条件である 20」とも述べている。

3　農業における補助金

　表2は、全所管および農林水産省所管の一般会計予算における補助金（補助金、

負担金、交付金、補給金、委託費）のそれぞれの推移をまとめたものである。こ

れをみると、農林水産省所管補助金の合計額が減少傾向に転じたのは1980年代

に入ってからである。このとき補助金縮減の対象とされたのは、米価等の価格政

策費が中心であり、所得の再分配機能にかかわるものの削減が多かった 21。そして

1990年代に入ってからは、公共事業を除く農業の補助金全体が削減の対象となっ

た 22。1995（平成7）年度には2兆円を超える大幅な増額をしてはいるが、2005（平

成17）年度になると再び減少していることがわかる。

　2005（平成17）年度の農林水産省所管における合計額の内訳をみると補助金が

約7214億円、交付金が約6298億円となっていて、その金額の差が小さくなって

いる。そしてこの後、交付金の金額は補助金のものよりも大きくなっていく。こ

れは、2002（平成14）年度から始まった「三位一体の改革」による影響であると考

える。この改革によって、国から地方への税源移譲、国庫補助負担金の整理・縮

減、および地方交付税の見直しが行われたのである 23。

　また、全体に占める農林水産省所管の合計補助金額の割合は、図3のとおりで

ある。1970（昭和45）年度は17.37％を占めているが、それ以降は低下傾向にある

20    同論文、16頁。
21    石原健二『農業政策の終焉と地方自治体の役割：米政策・公共事業・農業財政』農山漁村文化協会、

2008（平成20）年、203～204頁。
22    同書、204頁。
23    国から地方へ約3兆円の税源移譲が実現したが、国庫補助負担金と地方交付税はそれ以上に削減され
ることとなった。
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注1：1965（昭和40）年度、1970（昭和45）年度、1975（昭和50）年度は「農林省」である。
注2：負担金、補給金、委託費は林野水産関係を含む

出所：『補助金便覧』各年版、および『補助金総覧』各年版を基に筆者作成。

表２　補助金の推移（一般会計）
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ことがわかる。その一方で、先にも述べたように、1995（平成7）年度は1990（平

成2）年度と比較すると大幅に金額が増加している。しかし、割合のほうに注目す

ると、0.18％上昇したのみとなっている。このように、農林水産省所管補助金は、

その時代の経済状況によって金額は上下するものの、その割合は1980（昭和55）

年度以降に低下を続けているのである。

4　地方公共団体における農業財政

4. 1　農業関連の歳出

　地方財政における農業に関連する歳出の規模を、ここではみていくこととする。

　農林水産業費の歳出は、1970（昭和45）年度の8478億円から増加していき、

1995（平成7）年度の農林水産業費は6兆7787億円となった。その後、金額は減

少していき、2020（令和2）年度は3兆4106億円であった。これは、1995（平成7）

年度から25年間で約半分の金額となったのである。

　表3および表4は、農林水産業費を目的別と性質別でそれぞれの内訳を示して

いる。まず、表3の目的別内訳の特徴として、いずれの年度においても、農地費

が占める割合が大きいことが挙げられる。1970（昭和45）年度に3101億円であっ

図３　農林水産省所管の合計補助金額の推移および全所管合計に占める割合

出所：『補助金便覧』各年版、および『補助金総覧』各年版を基に筆者作成。
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注：数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計値と一致しないことがある。

出所：総務省（自治省）編『地方財政白書』各年版を基に筆者作成。

表3　農林水産業費の目的別内訳

注：数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計値と一致しないことがある。

出所：総務省（自治省）編『地方財政白書』各年版を基に筆者作成。

表4　農林水産業費の性質別内訳
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た農地費が、1995（平成7）年度には2兆9129億円にまで増加している。1995（平

成7）年度に増加しているのは、1990年代のバブル崩壊への景気対策として、公

共投資が急拡大したことが影響していると考えられる。しかし、その後も長引く

不況によって、国民の公共事業削減の声が高まったのである。こうしたことを背

景として、2010（平成22）年度以降になると、農地費は1995（平成7）年度の半分

以下の金額で推移している。とはいえ、農地費が農林水産業費に占める割合では

依然として高いといえる。

　次に、表4の性質別で農林水産業費をみていくと、普通建設事業費の割合が高

いことがわかる。1995（平成7）年度には4兆8369億円となった。その一方で、高

い割合は維持しつつも、2010（平成22）年度以降は1兆円から1兆3000億円の間

にとどまっている。これも、バブル崩壊による景気対策とそれによる財政赤字の

拡大、およびその後の不要な公共事業への批判の高まりが、金額にあらわれてい

ると考える。また、普通建設事業費のうち、補助事業費のウェイトが高くなって

いることは、特徴のひとつとして挙げられる。

4. 2　市町村の類型別にみる歳入構造

　ここからは、「類似団体別市町村財政指数表」を基にして、地方財政の歳入構造

についてみていく。

　それではまず、市町村の類型について説明する。表5にあるように、類型 Iに

属する市町村は人口規模が小さく、Vになるにしたがってそれが大きくなる。ま

た、類型で0に属する町村は、第1次産業が産業構造全体の20％以上を占めてい

る。町村の類型 I─0は28.8％、II─0は26.1％、III─0は23.4％、IV─0は23.0％、

V─0は24.1％である。なお、都市の類型 I─0は16.1％と町村と比較して低い数値

だが、都市では15％を唯一超えている。そこで、ここでは町村の類型 I─0と II─0、

および都市の類型 I─0は、小規模な農村部市町村を代表していると考える 24。

　表6で町村 I─0と II─0、および都市 I─0の歳入構成率をみると、人口が同規模

で第2次・第3次産業が盛んな市町村と比較して、市町村税の割合が小さく、地

方交付税の割合が大きいことがわかる。特に、町村 I─0は市町村税が6.31％、地

24    関野満夫『日本農村の財政学』高菅出版、2007（平成19）年、126頁を参考にした。



̶ 257 ̶

戦後日本における農業財政の展開

注1：人口は、令和2年度国勢調査に基づいている。
注2：各数値は中央値である。

出所：総務省「令和2年度類似団体別市町村財政指数表」、2022（令和4）年を基に筆者作成。

表5　類型別市町村の1人当たり歳入構成（2020［令和2］年度決算）
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方交付税が40.24％である。また、都市類型 I─0は、市町村税が13.98％、地方

交付税が28.23％となっている。これは、都市類型の中では最も低い割合である。

このようなことから、他の小規模な市町村と比較しても、先に挙げた3つの類型

に当てはまる市町村は自主財源に乏しいことがわかる。

　自主財源の比率が低いことは、地方分権を推進する上で障壁ともなり得ると考

える。そこで、それを解消するためには、地方税源の充実、および地方財政調整

制度の見直しが必要不可欠となるだろう。小規模な農村部市町村の地域活性化を

目指していく上でも、歳入構造の改革が必要となると考える。

おわりに

　本論文では、まず日本における農業の現状について食料自給率と経済面からみ

た。そこでは、食料自給率の低下と国内総生産における農林水産業の規模の縮小

が明らかとなった。次に、各種統計データを用いて、農業政策を財政面から分析

した。農林水産省所管補助金の推移からは、金額の減少とともに割合の低下がみ

てとれた。また、地方財政の歳出において、農林水産業費を目的別と性質別にみ

市町村税 地方交付税 市町村税 地方交付税類型 類型

町
　
村

都
　
市

出所：総務省「令和2年度類似団体別市町村財政指数表」、2022（令和4）年を基に筆者作成。

表６　類型別市町村の1人当たり歳入構成率（2020［令和2］年度決算）
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ていった。農林水産業費は減少傾向にあり、目的別では農地費が、性質別では普

通建設事業費が大きな割合を占めていることが明らかとなった。また、小規模な

農村部に累計される市町村の歳入構造からは、他類型の市町村と比較しても自主

財源に乏しいことがわかった。

　ここまで、農業に関して財政を中心にみてきた。昨今の情勢を鑑みるに、財政

への依存を拡大することは困難を伴うであろう。それに加えて、他の政策とのバ

ランスを考慮することも必要となる。しかし、農村を再生するためには、現状の

制度では不十分であると考える。地域経済の自立を目指すとともに、地方財政に

おいては自主財源の拡充や地方財政調整制度の再構築が求められる。
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